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平成３０年度 第３回 

八王子市国民健康保険運営協議会会議録 

 

開催日時 平成３０年１２月２０日（木）午後７時００分 

開催場所 八王子市役所本庁舎 第３・４委員会室 

議  題 

 （１） 国民健康保険税について（諮問） 

 （２） その他 

出席委員（１４） 

  会 長（ ９番） 青 柳  有希子（公益代表） 

  副会長（１０番） 馬 場  貴 大（公益代表） 

  委 員（ １番） 山 部  雄 三（被保険者代表） 

  委 員（ ２番） 井 上  祐 子（被保険者代表） 

  委 員（ ３番） 小野田    有（被保険者代表） 

  委 員（ ４番） 松 元  嗣 子（被保険者代表） 

  委 員（ ５番） 植 木    徹（保険医又は保険薬剤師代表） 

  委 員（ ６番） 太 田  ルシヤ（保険医又は保険薬剤師代表） 

  委 員（ ７番） 氷 見  元 治（保険医又は保険薬剤師代表） 

  委 員（ ８番） 山 田  純 一（保険医又は保険薬剤師代表） 

  委 員（１１番） 渡 口    禎（公益代表） 

  委 員（１２番） 森    英 治（公益代表） 

  委 員（１３番） 川 﨑  正 稔（被用者保険等保険者代表） 

  委 員（１４番） 鈴 田    朗（被用者保険等保険者代表） 

 

市側出席者 

  市 長  石 森  孝 志 

  医 療 保 険 部 長  古 川  由美子 

  保 険 年 金 課 長  菅 野  匡 彦 

  保 険 収 納 課 長  細 田  英 史 

  成 人 健 診 課 長  大 山    崇 
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  保 険 年 金 課 

   課長補佐兼庶務担当主査  清 水  信 裕 

   庶 務 担 当 主 査  橋 本  和 幸 

   庶 務 担 当 主 任  大 塚  理 恵 

   庶 務 担 当  古怒田  桃 子 

   資 格 課 税 担 当 主 査  冨 澤  知恵子 

   資 格 課 税 担 当 主 査  小 林    暁 

   給 付 担 当 主 査  北 村    亮 

   給 付 担 当 主 査  長 岡  友 子 

  成 人 健 診 課 

   成人健診・がん検診担当主査  山 崎  恵 美 

   特定保健指導担当主査  小 竹  亜希子 

 

公開・非公開の別  公開 

 

傍聴者の数     ２名 

 

配付資料 

《事前配付資料》 

資料１     国民健康保険税について 

《当日配付資料》 

諮問文（写） 

資料２（差替版）第２回八王子市国民健康保険運営協議会 要点録（主な御意見） 

参考資料１   八王子市国民健康保険税率等の改定の主な経過 

参考資料２   八王子市の健康寿命延伸のための主な取組 

参考資料３   八王子市国民健康保険税均等割額の子ども負担分軽減等を求める請願 

参考資料４   平成３１年度 国民健康保険税 課税限度額及び減額対象所得基準の

改定の見通しについて 

追加参考資料１ 平成３１年度 仮係数に基づく１人当たり保険料（税）額 

追加参考資料２ 一般会計からの法定外繰入（都道府県別状況：平成 28年度） 

追加参考資料３ 関東の総人口４０万人以上の中核市の保険税率等一覧 
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［午後 ７時００分開会］ 

 

１．開会 

○青柳会長 本日は、皆様にお忙しいところお集まりいただきまして、誠にありがとうご

ざいます。ただいまから国民健康保険運営協議会を始めさせていただきます。 

 現在、過半数の委員のご出席をいただいており、また各選出区分から１名以上のご出席

をいただいておりますので、本日の会議は有効に成立しております。 

 それでは初めに、市長からご挨拶願います。 

○石森市長 皆さん、こんばんは。 

 本日は年末何かとご多用な中、平成３０年度第３回となります国民健康保険運営協議会

にご出席いただきまして、大変ありがとうございます。また日頃から、皆様におかれまし

ては、国保事業をはじめ市政各般にわたりまして多大なご支援、ご協力をいただいており

ますことを心から感謝申し上げたいと思います。 

 これまで国保制度につきましては、その構造的問題から厳しい財政状況にございまして、

平成２８年度におきましては、都内区市町村の法定外繰入額が全国の３割を占め、本市に

おいても多額の一般会計からの財政支援措置を行っている状況にございます。 

 そのような中、国保新制度におきましては、東京都が市とともに国保の保険者となりま

して、財政運営の責任主体となることで安定的、かつ持続可能な制度の構築を目指してい

るところであります。 

 国保制度が都道府県単位化されたことによりまして、これまでの本市を主眼とした議論

のみならず、全国における東京都、その中での八王子市という、より広い視点に立った議

論を行っていくことが求められております。 

 本日は、今般、都から提示されました仮係数に基づく納付金及び標準保険料率を踏まえ

た平成３１年度の保険税率等の改定について諮問をさせていただきます。国保加入者の皆

様には、更にご負担をお願いする内容となりますけれども、新たな国保制度の趣旨をご理

解いただき、ぜひご賛同のご答申をいただきますようお願い申し上げ、ご挨拶とさせてい

ただきたいと思います。どうぞよろしくお願いいたします。 

○青柳会長 ありがとうございました。 

 続きまして、諮問文の手交を行います。 

（諮問文 手交） 
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 ここで、市長は所用のため、退席させていただきます。 

 続きまして、本日の配付資料について、事務局から確認願います。 

○清水課長補佐兼庶務担当主査 それでは、本日の配付資料の確認をさせていただきます。

初めに、Ａ４縦の「次第」でございます。続きまして、Ａ４縦の「諮問文（写）」でござい

ます。続きまして、事前にお配りいたしましたＡ４横カラーの資料１「国民健康保険税に

ついて」でございます。続きまして、Ａ４縦の資料２、こちらは事前に送付させていただ

きましたものの差換版となります「第２回八王子市国民健康保険運営協議会要点録（主な

御意見）」でございます。続きまして、Ａ４横の参考資料１「八王子市国民健康保険税率等

の改定の主な経過」でございます。続きまして、Ａ４横の参考資料２「八王子市の健康寿

命延伸のための主な取組」でございます。続きまして、Ａ４縦の参考資料３「八王子市国

民健康保険税均等割額の子ども負担分軽減等を求める請願」でございます。続きまして、

Ａ４縦の参考資料４「平成３１年度国民健康保険税課税限度額及び減額対象所得基準の改

定の見通しについて」でございます。続きまして、事前に送付させていただきましたもの

と同じでございますが、「第２回八王子市国民健康保険運営協議会で御要望がありました資

料の内、事前配付したもの」３点でございます。Ａ４縦の追加参考資料１「平成３１年度

仮係数に基づく１人当たり保険料（税）額」でございます。続きまして、Ａ４横の追加参

考資料２「一般会計からの法定外繰入（都道府県別状況：平成２８年度）」でございます。

続きまして、Ａ４横の追加参考資料３「関東の総人口４０万人以上の中核市の保険税率等

一覧」でございます。 

配付資料は以上でございます。過不足等ございませんでしょうか。 

以上でございます。 

 

２．議題 

 （１）国民健康保険税について 

○青柳会長 それでは、議題に入ります。議題（１）「国民健康保険税について」を議題と

します。諮問事項ですので、審議方法はお配りしてあります会議次第に記載のとおり、 

①諮問文の朗読、②事務局からの説明、③質問、④意見、⑤まとめ、の順に進行します。 

 まず、事務局から諮問文を朗読願います。 

○清水課長補佐兼庶務担当主査 それでは、事務局から諮問文を朗読させていただきます。 
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３０八医保発第１０６５号 

平成３０年１２月２０日 

 

八王子市国民健康保険運営協議会 

会 長  青柳 有希子 殿 

 

八王子市長  石森 孝志  

 

国民健康保険税について（諮問） 

 

八王子市国民健康保険運営協議会規則第１２条の規定に基づき、国民健康保険税につい

て、下記により貴協議会の意見を求めます。 

 

記 

 

１ 諮問の趣旨 

平成３０年度からの新たな国民健康保険制度においては、東京都が全ての保険給付費

等を支払う役割を担っている。東京都はこれを賄う財源である医療費水準や所得水準を

反映した都内の区市町村別の納付金と標準保険料率を、毎年度、示すこととなり、都内

の区市町村間において支えあうものとなっている。 

本市の保険税率等については、平成３０年１月３０日付、貴協議会の答申に基づき、

保健事業の実施や医療費の適正化、収納率向上の取組をより一層進めながら、毎年度、

標準保険料率を適用するため、見直しを行うこととしている。 

今般、東京都より、平成３１年度仮係数に基づく納付金額及び標準保険料率が示され

たことから、本市の平成３１年度国民健康保険税率等について諮問する。 

 

２ 国民健康保険税率等の改定 

平成３１年度の保険税率等について、標準保険料率を適用した場合の被保険者の保険

税負担の急変に配慮するため、被保険者以外の方との負担の公平性を踏まえた一般会計

からの財政支援措置を行い、次のとおり改定する。 
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（１）改定内容 

  ア 所得割額の保険税率の改定 

所得割額の保険税率をそれぞれ引き上げる。 

区  分 現  行 改 定 後 

医療給付費分 ５．５％ ５．８％ 

後期高齢者支援金分 １．８％ １．９％ 

介護納付金分 １．６％ １．７％ 

計 ８．９％ ９．４％ 

  イ 均等割額の改定 

均等割額をそれぞれ引き上げる 

区  分 現  行 改 定 後 

医療給付費分 ２９，０００円 ３１，０００円 

後期高齢者支援金分 １１，０００円 １２，０００円 

介護納付金分 １２，０００円 １３，０００円 

計 ５２，０００円 ５６，０００円 

 

（２）改定時期 

   平成３１年４月１日 

（平成３１年度分国民健康保険税から適用する。） 

   

 朗読は以上でございます。 

○青柳会長 諮問文の朗読が終わりました。ただいまの諮問事項について、審議に入りた

いと思います。 

 初めに、事務局から説明願います。保険年金課長。 

○菅野保険年金課長 資料１をご覧ください。事前に送付してあるものになります。 

おめくりいただきまして、２ページの内容が最初になります。「平成３１年度の保険税率

等の改定について」でございますが、内容については、ただいま諮問文の朗読をさせてい

ただいたところですが、新しい平成３０年度からの国民健康保険制度では、東京都から示

された標準保険料率を適用すべきところであります。しかし、被保険者の保険税負担の急

変には配慮が必要でありますので、ついては、被保険者以外の市民の方との負担の公平性
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を踏まえた一般会計からの財政支援措置を行って、この表にあるとおりの改定をさせてい

ただきたいと考えております。内容につきましては、表にあるとおりお読み取りいただき

たいのですが、現在示された標準保険料率と本市の保険税率には、まだ開きがある状況で

ございますので、これにつきまして計画的、段階的に引上げてまいる考えでございます。 

 ページは変わりまして、３ページですが、「保険税率等の改定（案）による影響見込額」

でございます。保険税収入額の欄の増減を見ていただきますと、約７億５,０００万円、伸

び率１０７.２％の改定となっております。ほぼ同額、決算補塡目的に係る法定外繰入金を

解消する形となっております。この改定によりまして、被保険者１人当たり保険税額が、

現行８万７,３６６円のところ９万３,６１７円ということで、およそ６,０００円引上げと

なっております。なお、仮係数に基づく金額は１４万１,４５５円ですので、まだ乖離はあ

る状況でございます。 

 おめくりいただきまして、４ページ、それから５ページでございますが、こちらは前回

ご説明したものと内容としては同じでございますので、同じモデル世帯のところだけ言い

ますと、「給与収入の場合」ですが、収入が４００万円の世帯の夫婦（４０代）、お子さん

２人の世帯ですと、現行に比べましておよそ２万５,７００円の増ということになります。 

 また、５ページの「公的年金収入の場合」ですが、収入が２００万円の世帯の夫婦の場

合、４,９００円の増という形になります。なお、色が付いているところは、何らかの軽減

を受けている世帯という内容でございます。 

 おめくりいただきまして、参考として「保険税率等のシミュレーション」、こちらも前回

示したものとほぼ同じでございますが、変わった点だけ１点ご説明させていただきます。

７ページの下段「④決算補塡目的に係る法定外繰入金」でございますが、前回第２回でご

指摘いただきまして、「最後の年（平成３５年度）が返し過ぎ（マイナス）というのはどう

なのか」と言うことで、その後、私どもで財源更正等を細かく見直しまして、６年間（平

成３５年度）で０円になるというようなシミュレーションとなっております。 

 最後のページ、「スケジュール」でございます。本日、第３回運営協議会に諮問させてい

ただいておりますが、答申をいただきましたら、平成３１年１月の、都において本係数に

よる納付金等が決定されますので、こちらも受けまして、平成３１年２月に、平成３１年

第１回市議会定例会に議案を提出させていただき、平成３１年４月から国保税率等を改定

させていただくスケジュールでございます。 

 合わせて、お配りしました他の資料に基づいて、補足する説明をさせていただきます。 
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まず、資料２「第２回八王子市国民健康保険運営協議会 要点録（主な御意見）」となっ

ておりますが、委員の皆様からご要望いただいた事項にお答えする形になっております。 

１つ目は、低所得者対策及び子育て世代の負担軽減策でございますが、これについては

引続き、国に対して強く要望してまいります。 

 ２つ目ですが、都内の全ての自治体の仮係数に基づく１人当たり保険料（税）額の一覧

表の資料を示して欲しいと言うことで、追加でお送りさせていただきました資料の内、追

加参考資料１がこれに当たります。見方としましては、左側の区市町村平均となる帯から

上が、いわゆる助ける側の自治体となっておりまして、八王子市は、右側の順位で言いま

すと６２団体中の４４番目で、助けられる側の区市町村となっております。昨年度の試算

によりますと、およそ１４億円を都内全体で八王子市は助けていただいているという形に

なっております。 

 おめくりいただきまして、裏面は、仮係数に基づく１人当たり保険料（税）額の、平成

３０年度に比べての平成３１年度の伸び率でございます。八王子市も少し伸びたのですが、

平均よりは伸びておらず、３.８４％ということで、医療費水準等の関係で、平均ほどには

医療費が伸びない結果に済んだということになっております。 

 続きまして、資料２「要点録」の３つ目ですが、追加参考資料２と３で、東京都以外の

自治体ということでお示ししている部分でございます。追加参考資料２「一般会計からの

法定外繰入（都道府県別状況：平成２８年度）」をお配りしております。全国のおよそ３分

の１程度、３,３００億円のうちの１,０００億円が、東京都内において法定外繰入れがさ

れている状況でございます。八王子市につきましては、平成２８年度の４５億円の法定外

繰入を入れておりまして、県レベルでいいますと、人口３７５万人の静岡県１県の同レベ

ルが入っている状況でございます。 

 なお、全国の約８割の自治体は平成３０年度国保予算で法定外繰入を入れていないと、

国が示しております。 

 続いて、追加参考資料３「関東の総人口４０万人以上の中核市の保険税率等一覧」でご

ざいます。法定外繰入金を見ていただきますと、柏市は既に０円となっておりまして、そ

の他の中核市につきましても、およそ八王子市の３分の１程度、１０億円から１５億円と

いう法定外繰入を入れている自治体が多い状況でございます。その他の自治体の保険税率

ですが、法定外繰入をしていない中で既に、八王子市が目指す標準保険料率の水準に、ほ

ぼ達している状況にございます。 
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 また、平成２９年度と平成３０年度というところでお示ししておりますが、例えば柏市

や横須賀市の医療分のところを見ていただきますと、平成３０年度は逆に多少引下げてお

ります。これにつきましては、法定外繰入がほぼ入っていない状況においては、その年々

の医療費のかかり方によって、実際に保険料が下がることもあるということが示されてい

ると思っております。 

 次に資料２「要点録」の、健康寿命の延伸のために医療保険部以外の他の部署で行って

いる取組、についてですが、これについては後ほどご説明させていただきます。 

 次に資料２「要点録」の、保険税率のシミュレーションで６年後に法定外繰入がマイナ

スとなるのはどうか、につきましては、反映させたということで、ご説明したとおりでご

ざいます。 

 最後に資料２「要点録」の、保険税率の改定に際しては、他の自治体との比較だけでは

なく、八王子市のこれまでの改定の歴史を踏まえる必要がある、と言うことにつきまして

は、参考資料１「八王子市国民健康保険税率等の改定の主な経過」で、今日お示しさせて

いただいております。 

 平成２０年度に、ちょうど１０年前に後期高齢者医療制度が始まりました。ここからお

示しております。平成２３年度に所得割のみ０.２％増の改定ということで、平成３０年度

に近い改定をしておりますが、その後、平成２４年度からは２年毎に、所得割０.７％増、

均等割４,０００円から６,０００円増で、５,０００円増程度の改定を３回している状況で

ございます。平成３０年度、所得割０.２％増、均等割１,０００円増の改定をいたしまし

て、ただいま諮問としている、平成３１年度、所得割０.５％増、均等割４,０００円増で、

２年に１回のペースですと、平成３０年度が所得割０.７％増、均等割５,０００円増レベ

ルだったかもしれないのですが、国民健康保険制度の広域化初年度ということで、なるべ

く影響ないように小さく留めたという経緯があるかと思います。その平成３０年度と平成

３１年度を足しますと、所得割０.７％増、均等割５,０００円増程度で、ちょうど改革の

初年度の影響を１年先送りしたような中身で今回の改定案で示させていただいております。 

 それから、トピックス的なところで言いますと、法定外繰入が平成２３年度に８２億円

ございました。この年がピークでございます。その後改定する毎に、平成２４年度は６４

億円、改定しない平成２５年度の６６億円を挟みまして、平成２６年度に改定し６０億円

にもう１度減少しております。 

 平成２７年度に高額薬剤のオプジーボ等で、非常に保険給付費が伸びた年がありました。
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その関係で、平成２８年度には法定外繰入が再び６８億円になりまして、平成２８年度以

降が７０億円を超える見込みということが出てきておりましたので、またそこで改定しま

して、平成３０年度になりますと、診療報酬点数等の改定等も踏まえて、再び法定外繰入

を減らしていくという状況になってきたところでございます。 

 また、合わせて低所得者対策についても、トピックスとして幾つか載せておりますが、

徐々に減額基準について緩和してきたことを書いております。 

 関連いたしまして、本日の諮問事項としては国民健康保険税等の改定ということですが、

参考資料３「八王子市国民健康保険税均等割額の子ども負担分軽減等を求める請願」をご

覧いただければと思います。平成３０年第４回八王子市議会定例会にこの請願が提出され

ておりまして、厚生委員会、それから本会議等で、質疑、賛成、反対ともに討論されたと

ころでございます。 

 内容といたしましては、２点ございまして、１点目が、請願事項の１でございますが、

国保税「均等割額」の取り扱いにおいて、子育て支援策の一環として、市独自に、均等割

額の負担軽減措置を図ることと言うことで、特に多子の世帯において具体化することと言

う内容でございました。 

 ２点目が、その均等割額軽減措置（７割、５割、２割）につきまして、市独自に１割と

いう均等割額の軽減策について具体化して欲しいという請願でございました。この２点に

つきましては、厚生委員会、それから本会議で質疑されまして、結果といたしましては、

不採択ということになっております。事務局の説明といたしましては、今日ご説明しまし

たが、法定外繰入等が多額入っている中で、八王子市の保険料率のそもそものベースがか

なり抑えられていることが１つ、それから現在７割、５割、２割という均等割額軽減措置

がとられている中で、世帯の５３％、半分以上が何らかの負担軽減を受けていて、それな

りの措置がとられている中で、八王子市独自に軽減しますと、八王子市で集めた保険税、

あるいは市税の中からこの軽減措置を図るということになります。多子の世帯については

全国共通の課題でございますので、国が制度としてやるべきだろうと言うことで、市長会

を通じて要望しているとご説明をさせていただきました。 

 事務局からの説明、諮問事項については、以上でございます。 

○青柳会長 事務局の説明が終わりました。諮問事項の「国民健康保険税について」の質

問がございましたら、ご発言願います。 

 ご発言の際は挙手をして、指名の後でご発言をお願いします。 
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 なお、ご意見につきましては、質問の後に皆様からいただきたいと思っておりますので、

まずは、質問したい点について、お願いいたします。川﨑委員。 

○川﨑委員 資料１「国民健康保険税について」の参考の「保険税率等のシミュレーショ

ン」の④決算補填目的に係る法定外繰入金で、平成３５年度には０円になるというご説明

があったんですが、この前提としての都から出される仮係数というのは、平成３１年度の

仮係数を基にシミュレーションされたということでよろしいんでしょうか。 

○青柳会長 保険年金課長。 

○菅野保険年金課長 川﨑委員お見込みのとおりでございます。平成３１年度に示された

納付金をベースに、国や東京都が財政支援をしている６年間という期間でシミュレーショ

ンした場合にこうなります。今年度も多少上がった標準保険料率で示されておりますけれ

ども、今後も示される内容によっては変動してまいります。また、今回示されたものをベ

ースにしておりますけれども、事務局としての、本係数の時の見込みの数字を少し見た形

でのシミュレーションとさせていただいております。 

○青柳会長 植木委員。 

○植木委員 例えば外国の方が３カ月間、日本に来られると、国民健康保険に加入が可能

だということをお聞きしたんですが、その場合に、その基になる年収はどこで割り出して

いるのかということと、そういう方が例えば３カ月いらして、国民健康保険を使って高額

医療をやった場合に、少し不公平ではないかという意見もあるんですが、そういう実態に

ついては、どういう認識でいらっしゃるかということをお聞きします。 

○青柳会長 保険年金課長。 

○菅野保険年金課長 植木委員の懸念は、半分そのとおりでございまして、国内において

所得がない方の場合には、その年においては所得が基本的には０円ということで、保険税

の計算がされる形になります。 

 また、３カ月というお話がございましたが、基本的には住民登録を外国の方もしていた

だきますので、住民登録をした場合には、国民健康保険に入っていただくということで、

住民登録がない場合には、原則として国保加入ではないという形になります。 

○植木委員 そういう実態も細かく調査していただいて、不公平感がないような保険税の

徴収をしていただきたいと思います。 

○青柳会長 渡口委員。 

○渡口委員 このシミュレーションの中で、今回諮問する内容については、平成３１年度
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ということで、③保険税率等で、平成３５年度までのシミュレーションが載っていますけ

れども、市民の方には、この部分というのは予測ですから示さないということでしょうか。

平成３１年度の均等割額が３万１,０００円ということで、それ以降、平成３２年度は３万

３,０００円とかということは、それ以降は提示されるんですか。 

○青柳会長 保険年金課長。 

○菅野保険年金課長 こちらは、あくまで私どもとして諮問するのが平成３１年度で、後

年度負担という意味で、どのような標準保険料率が示された場合に、後年度負担がどう残

っているかということを明らかにするために、毎年度の目安の負担感として載せているも

のでございます。聞かれた中身としては、もちろんお答えする中身にはなりますけれども、

私どもの考えと言うよりは、後年度における負担がこれぐらい残っている状況下で、平成

３１年度の改定について諮問したという説明の中身になります。 

○青柳会長 他にご質問はありますか。井上委員。 

○井上委員 前回、前々回、最初のころの運営協議会ですけれども、色々こういう改正が

あった時にモデル世帯を示していただけると有りがたいとお話をしまして、いつも載せて

いただいてありがとうございます。とても現実的に考えられるので助かっております。 

 ５ページの伸び率のところが、私は、収入が増えれば、やはり負担も増えていくのでは

ないかと考えでいるんですけれども、この伸び率を見ますと、収入が多い方のほうが伸び

率が少なくなっておりますけれども、伸び率の高い方は何らかの軽減措置を受けていると

いうことなんでしょうか。 

○青柳会長 保険年金課長。 

○菅野保険年金課長 これにつきましては、やはり均等割という仕組があるというのが１

つでございます。所得に応じた所得割と均等割の２つの組み合わせでございますので、特

に医療サービスという現物給付されるサービスにおいて、所得がある程度低い場合も一定

額は納めていただくということで、伸び率が少し高目に出るというのがございます。 

 もう一つは、保険税自体の、分母がそもそも小さい方なので、そこに対して今回改定と

いうことが、伸び率を見ると大きく見えるところがございますので、当然、額としては、

負担は所得の高い方ほど額は多いわけでございまして、それなりのご負担をいただいてい

るということでございます。 

○青柳会長 他にご質問はどうでしょうか。 

 他にご質問が無ければ、私からも質問させていただきたいと思いますが、進行を副会長
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にお願いしたいと思いますが、よろしいでしょうか。 

○馬場副会長 それでは、代行させていただきます。諮問事項についてご質問がありまし

たら、ご発言をお願いします。青柳会長。 

○青柳会長 先ほど、井上委員からもご質問があった点で、私も疑問があるんですけれど

も、まず、所得の低い人の上げ幅が大きくなっていると、均等割が影響している、という

答弁でしたけれども、今、上げ幅を見ますと、きつい値上げになるのかなと思います。最

初に確認したいのは、昨年まで１０年間のシミュレーションのお示しがあったと思うんで

すけれども、今年は６年間となっていて、前回の国保運営協議会では６年間で、都の激変

緩和が終る時期と合わせるということでありますけれども、加入者にとっては、２つとも

市と都の支援がなくなれば大変になるわけですけれども、三多摩の地域も見まして、各地

で今こうやって運営協議会を開いて答申が出されつつあるのですけれども、武蔵野市の国

保運営協議会では、課税限度額の４万円というところを改定しただけで諮問されました。

答申では、その内容でさえも慎重にという運営協議会の結論が出ております。武蔵野市で

は２０年間で解消していくということで計画が出されたそうです。その他にも、府中市で

も２０年間というところがあるんですけれども、日野市は１０年間、だから６年間という

のが物凄く早く感じるんですけれども、なぜ６年間とシミュレーションしたのか、理由を

教えてください。 

○馬場副会長 保険年金課長。 

○菅野保険年金課長 シミュレーションにつきまして、昨年の１０年間が今回６年間にな

った経過ということで、第２回運営協議会の際にもお話しさせていただきましたが、昨年

の運営協議会の段階、平成３０年１月２９日だったかと思いますが、諮問させていただい

た際は、まだ国から、どのくらいの期間で法定外繰入を無くしていくのかという赤字解消

計画を作るようにとは言われていたのですが、どのくらいの期間で作るのかは示されない

状況でございました。そういう中で、年末、あるいは年始の運営協議会において、単位と

して後年度負担というのも明らかにしたほうがいいという時に、５年間、１０年間という

区切りが分かり易いだろうという中で１０年間という期間でシミュレーションをお示しさ

せていただいたところでございます。 

 今年度につきましては、財政支援措置自体も国と東京都から６年間ということで出るこ

とになりましたし、国からは赤字解消計画の期間についても６年間の分を作るようにと言

うようなことがございまして、基本的にはそのように改定していくペースでシミュレーシ
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ョンとして、後年度の負担をお示ししたほうが分かり易いということで、６年間という形

でお示したという考え方でございます。 

○馬場副会長 青柳会長。 

○青柳会長 「都が６年間でと言っている」と今おっしゃったんですけれども、国でも確

認されていることなのですが、標準保険料率自体が技術的助言であるということではっき

り言われております。なので、６年間と言われても２０年間と決めたところもありますし、

１０年間と決めたところもありますし、６年間と決めたところもあると聞いておりますけ

れども、技術的助言ということであるという認識を八王子市は持っているのでしょうか。 

○馬場副会長 保険年金課長。 

○菅野保険年金課長 認識はもちろんございます。６年間が技術的助言としてお話が出て

いるということも承知しております。そういう中で６年間ということでお示しているとこ

ろでございますが、確かに都内多摩地域を見ると２０年間とか、そういうお話をしている

ところもございます。私どもとしましては、先ほどシミュレーションとして６年間と申し

上げたのは、先ほども諮問事項の時にご説明したように、全国の約８割の自治体は法定外

繰入は無いという状況の中で、確かに東京の多摩地域における状況としては、かなり法定

外繰入が入っている状況があるということで、先ほど市長からも冒頭の挨拶でございまし

たが、今回広域化によって分かるようになったことが、これまでの八王子市の状況や多摩

地域の状況だけではなく、全国の中における東京都、その東京都の中における八王子市と

いうのが見えるようになってきた中で、国や都が言っている、６年間という財政支援を受

けられている間のシミュレーションとしてお示しさせていただいているものでございます。 

○馬場副会長 青柳会長。 

○青柳会長 東京都の激変緩和のことを質問させていただきますけれども、今、東京都に、

私たちの会派の皆さん、議員が要請した際に、激変緩和を増やして欲しいという要請をし

ました。そうしましたら、東京都から調整中だというお話があるんですけれども、東京都

に対して、八王子市が東京都の激変緩和を増やすよう求めているのかどうかというのを確

認したいと思います。 

○馬場副会長 保険年金課長。 

○菅野保険年金課長 激変緩和措置につきましては、その後も増額等を求めているところ

でございます。ただ、この点につきましては、少し微妙なところもございまして、八王子

市単独で見ますと、激変緩和は平成３１年度までは八王子市にはプラスに働きます。ただ、
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激変緩和措置というのが、所得が低いところを手助けするというよりは、助ける側の自治

体で保険料がすごく上がってしまうところの激変を緩和するという目的がございますので、

八王子市においては、実は３年目以降については、東京都の分は少し入りますけれども、

全体の激変緩和としては、その措置が無いほうが、八王子市の財政状況は今後は良くなる

ところがございます。ただ、そうではないところで、各市にある程度の財政支援をして欲

しいという意味を含めまして、そこは東京都に強く要望させていただいております。 

○馬場副会長 青柳会長。 

○青柳会長 要望しているということでありました。 

 東京都と他県を比べるというご発言があったんですけれども、約８割が法定外繰入をし

ていないというところで、それは都道府県単位の前から、したくでもできないという状況

だと思います。 

 一般会計でも、東京都がやはり自治体の中では一番ですし、都内で法定外繰入をしてい

ないところは、青ヶ島だけ、あとは法定外繰入をしているという状況ですので、その自治

体によって状況を判断して、先ほど挙げた府中市や武蔵野市は、八王子市と所得水準を比

べますと、良いというところでもあって、三多摩で人口が八王子市は一番多いんですけれ

ども、やはり所得水準で見ますと、真ん中より下というような状況がありまして、そうし

た負担感とか、あと前期高齢者の人数が都内でも平成２８年度の数字では１５番目だった

と思うんですけれども、そういうお年寄りが多く加入するという特徴もあって、そういっ

た現状を税率に反映していただければと思っているところですけれども、八王子市も引続

き保険者ですし、財政責任がありますので、国が技術的助言はしますけれども、八王子市

の判断が優先されるということであります。 

 今、私たちの会派で市政アンケートをしまして、２,９００通近い返信がありました。そ

の中で、「国保税、後期高齢者保険料が高い」と答えた方が１,５５５人で、過半数以上の

方がそう答えております。自由記述欄の中では、「年金が少なくて生活できないので、パー

トで朝と夜に働かなければ生活ができないにもかかわらず、税や保険料も引かれている、

足腰が傷み、生きていくことがしんどい、これ以上低所得者の税や保険料を引上げないで」

と言うような様々なご意見、悲痛な声があるんですけれども、やはりこうした現状に目を

向けて税率は保つべきだと思いますけれども、ご説明があるようにシミュレーションを見

ても、東京都や国が示したものに沿って値上げするというような説明に聞こえるんですけ

れども、今回の値上げというのは本当に幅も広いですし、赤字解消のスピードも上げてい
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くような案が示されておりますけれども、加入する市民の負担増に対する声というのは、

どのように捉えて税率に反映するのかお答えいただきたいと思います。 

○馬場副会長 保険年金課長。 

○菅野保険年金課長 まず、全国の状況で赤字がないところは法定外繰入を入れる余裕も

ないということであったのは事実だと思います。国は、実は昭和の時代から、赤字につい

ては５年以内に解消するようにと、それこそ技術的助言以前の指導という形ではっきり言

われてきておりまして、そういうこともあって、地方においてはかなり解消したというこ

ともございます。 

 それから、武蔵野市とか府中市の、赤字解消のペースを緩めているところで言いますと、

先ほど都内の状況ということでお示ししましたが、今例に挙げました自治体は、多摩地域

では所得階層が高くて助ける側になっていますので、我々とすると、都内の全体から集め

たお金で１４億円、昨年の試算で助けていただいている状況下において、どうあるべきか

と考えているのが１つございます。 

 それから、国が３,４００億円の公費を今回の広域化に際して既に投入しているというこ

とで考えますと、全国の法定外繰入額の合計額が３,３００億円程ですけれども、それ以上

の額が、結果的に、国税で集めたお金が入っている中で、お立場によっては、市の税金か

らだけではなく、国税も通して保険料を二重、三重に払っているような状況になってしま

う他の健康保険の方もいらっしゃるという不公平感を考えたということもございます。 

 それから、所得が低く生活に困っていらっしゃる方について、しっかり、お一人お一人

に向き合うような進め方をしなくてはいけないと思っております。 

 前回もご紹介させていただきましたが、国は、今回の新しい国保制度になる３年前から、

低所得者対策ということで７割、５割、２割の均等割軽減の財源を拡充してまいりました。

結果としてですが、実際に過去と比べますと、明らかに所得の低い方の未納の割合が落ち

ている状況がございまして、実際、所得が低ければ低いほど未納の割合も低いという、全

体としてはそういうカバーをさせていただいております。 

 実際に納付等にお困りということでご相談があった場合には、私どもは、あくまで取立

てるというお話ではなくて、生活を立て直すという視点から、本当にどうしようもないと

いう状況になる前に、何とか自立支援等、生活を立て直す相談につなげて、また収入を得

られるような状態になっていただきたいと思っておりますし、ご本人の生活がより豊かな

ものになればという視点でおりますので、お一人お一人に向き合う形で今後も、生活にお
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困りの方、低所得者の方に対して、サポートしてまいりたいと考えております。 

○馬場副会長 青柳会長。 

○青柳会長 国の財政支援３,４００億円が当初から入っているということは理解してい

ますし、７割、５割、２割の法定軽減が一定、未納率を引下げているというお話がありま

した。未納率が２割軽減から外れた方の直近の所得の方が、全ての階層の中で一番未納率

が高いと聞いておりますので、１人の給与所得の方で２割軽減が入る人は８３万だったと

思いますけれども、大変低い範囲かなと思っていて、やはり均等割が、所得の低い人に税

率が高くなるという原因があると思うんですね。 

 武蔵村山市では、一昨日、運営協議会で、２００万円未満の所得の第２子の５割減免、

第３子からの全額免除が諮問されたということで、軽減策がとられたわけですけれども、

こうした市独自で減免することは、繰入しても良い法定外繰入になりますので、一般財源

を繰入れた際にも、今回、国が削るようにと言っている法定外繰入ではありませんので、

繰入を続けて良いと判断されているわけですけれども、そうした所得の低い方に重い負担

という不公平な状況だと思いますけれども、税の負担の観点からも不公平だと思いますが、

こうした状況を市独自で改善していくべきではないかと考えますけれども、いかがお考え

でしょうか。 

○馬場副会長 保険年金課長。 

○菅野保険年金課長 ２つご質問があったかと思っております。１点目は、未納世帯の割

合のところで、下がっている効果は一定あったということだが、なお軽減ぎりぎりで外れ

る方が苦しいのではないかというお話ですが、未納の世帯の数で言いますと、１００万円

から１５０万円と、人数によって所得がどこに入るか多少変わりますが、国の法定軽減の

応援があったところで、実は未納の割合が一番下がったのもその層で、大体５％を超える

割合の方がそこで下がっているということで、国の軽減策としても、そういったところが

ポイントなのかということで、所得割の割合としては軽減世帯の人数にもよりますので、

所得構造的に言うと、そこの方々を一番サポートするような軽減の拡大であったかと思い

ます。データ上からのことでございます。 

 ２点目、武蔵村山市の多子減免のお話をいただきました。これにつきましては、私も、

本日、武蔵村山市にヒアリングし確認させていただきましたところ、平成３０年度から始

めた清瀬市とほぼ同じような状況でございまして、世帯単位でかかる保険税の平等割を平

成３０年度に廃止したといった特殊な事情があります。平等割の廃止にあたって、子ども
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が多い世帯ですと今度は１人毎にかかりますので、負担がより多く増すという特別な事情

を抱えた中で、世帯所得が２００万円以下で２人以上のお子さんがいる世帯について限定

的に３年間、激変緩和する措置ということで、減免をする決断に至ったというようなお話

でございます。国から適法性の点等で色々言われておりますが、特別な事情に配慮した制

度でないと、考え方としては、皆さんから集めた保険税の中でそういう苦しい方をお互い

に助けましょうということになりますので、特別な事情ということでの平等割の廃止に伴

う賦課方式の変更があったからと確認させていただいております。本市とは状況が異なる

のかというところでございます。 

○馬場副会長 青柳会長。 

○青柳会長 最後のところを聞きたかったんですけれども、所得の低い人ほど重い負担と

なっている今の不公平な状況を、市はどうやって改善していくのかということであります。 

○馬場副会長 保険年金課長。 

○菅野保険年金課長 所得が低い方の状況をどのように改善するかということですが、お

一人お一人に向き合う形で進めておりますので、市全体として、多子の世帯とか、生活が

苦しい世帯について、手だてはしていかなければならないと認識しております。制度の中

でいいますと、先ほどの自立支援のお話や、考え方としては同じところがございまして、

制度として多子の世帯ですとか、生活困窮の方についての支援をもう少し拡充して欲しい

ということは全く同じでございまして、ただ、保険の助け合いの仕組の中でそれを解決す

るというよりは、国において制度として解決して欲しいというのが私どもの立場でござい

ますので、今後も対応してまいりたいと考えております。 

○馬場副会長 青柳会長。 

○青柳会長 国制度でやるべきものだというのは一緒なんですけれども、自治体の努力で

負担軽減はできますので、例えば医療費の無料化も全国で独自に広がって、今、乳幼児は

１００％無料化を自治体の制度でやっています。国制度を求めていますけれども、未だに

国制度になっていない。中学生までも８割が自治体の努力でやっておりますので、本当に

負担が重くて、子育て支援と逆行する状況が国保にだけありますので、それは改善してい

く努力を八王子市もすべきだと思います。 

 以上。 

○馬場副会長 それでは、他にご質問がないようでございましたら、進行いたしますが、

進行は会長にお返しいたします。 
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○青柳会長 次に、諮問事項の国民健康保険税についてご意見を賜りたいと思いますので、

ご発言願います。小野田委員。 

○小野田委員 被保険者の１人としての立場で、過去、現在及び未来と物差しを少しずつ

動かして私は考えました。 

過去でございますが、我々は、客観的にいって、全国的に見ても低い保険料に甘んじて

きたわけです。言ってみれば、安い自己負担で医療の恩恵を受けてまいりました。しかし、

このツケが一気に吹き上がってきてしまって、今回の問題になっているというのが私の認

識です。つまり多くの自治体が、情勢変化に対応して赤字解消に努力してまいりましたの

に対して、我々八王子市民及び市当局が、あえて言えば、井の中の蛙であったと反省でき

るのではないかと思っています。これが過去です。 

 現在なんですけれども、今日ただいまの時点で考えますと、このたびの保険税率の改定

計画は、正直言って、我々年金生活者等の身にとって厳しいというのは紛れもない事実で

ございます。「できればもう少し先延ばししたい」という声が、もう１人の自分からも聞こ

えてまいります。しかしながら、仮に６年間での赤字解消を先延ばししても、その先、国

の激変緩和の財源措置はなくなります。つまり、その先、結局は我々自身の負担の増大と

市財政の負担、つまり国保加入者以外の市民の方が、現在およそ４２万人いらっしゃるわ

けですけれども、その方々への迷惑がかかる。これが増えることは明白でございます。 

 未来に向けて少し考えてみましょう。この先何年になるか不明でございますが、やはり

健康でいたい、つまり健康寿命を少しでも延ばしたいというのが私たちの偽らざる気持ち

でございます。このように考えますと、１つは、病気になった時にお世話になる国民健康

保険制度はしっかり守っていきたい、これが１つ。 

 ２つ目は、疾病、とりわけ生活習慣病予防の仕組を地域全体で構築していくことが、こ

れからは非常に大切だと思っております。これまでも本協議会の場で何回か私はお話しい

たしました。全国の自治体の中では、健康になるまちづくり、つまり、まちづくり全体の

仕組で自然に健康になることを意図した計画が実際に進んでおります。意識しなくても自

然と歩きたくなる町並みの整備に努めた結果、３年間で年間の医療費を１人当たりおよそ

１０万円削減した市もございます。マイカー利用から公共交通の利用へシフトさせた結果、

市民１人が一歩余計に歩くことで０.０６１円医療費が削減できることを立証した自治体

及び研究機関があります。この数値を借りますと、仮に１万人が１日１,０００歩余計に歩

けば、年間で２億円の医療費削減になるわけでございます。 
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 こうした町に私たちはしたいと思っております。そのために必要なのが、やはり財源で

ございます。翻って本市のまちづくりのための財源はどうかと言いますと、平成２８年度

２６市の財政指標の比較で見ますと、投資的経費支出の比率が、本市は９.４％と、なんと

下から１０番目に低いんです。ただでさえ他に類例がない１８６ｋ㎡という広大な市域、

スプロールして拡散した市街地を抱えて、老朽化しつつある今後の公共インフラ改修の経

費、それを考えますと非常に頭が痛くなる課題でございます。 

 私たちが利用させていただいている公共施設は、沢山、市の中でも作っていただいてい

るわけですけれども、そういったものの改修とか、それから、それにも増して健康になる

まちづくり。そのためにも投資的経費というのが不可欠だと考えております。 

 極端な仮定となりますけれども、仮に現在の国保の法定外繰入額約３６億円、投資的経

費が約１８０億円ですから、これを仮に試算しますと、先の９.４％は一気に１１％に迫っ

て、府中市、あるいは武蔵野市という富裕市に負けないぐらいの投資が行えることになる

わけです。先ほど言ったような市は、でき上がった市で、しかもコンパクトシティで、そ

ういう投資需要というのはこれから先あまり無いとは思いますけれども、本市はその逆に

なっているわけです。そういうことを考えますと、非常に重要なことかと思っております。 

 これは仮定の計算でございますけれども、いずれにしても、法定外の繰入金額の解消を

図って、健康で幸せなコミュニティを自助、共助、公助の精神で作り上げて、私たちの子

どもとか孫に手渡していくということも、一方では重要な課題になっていると認識いたし

ます。したがって、原案はやむを得ない、八王子市がこれまで歩んできた国保制度の経緯

と今後の重要かつ優先課題の解決を踏まえて、以上のような意見を申し上げます。 

 以上でございます。 

○青柳会長 他にご意見ありますか。鈴田委員。 

○鈴田委員 私ども被用者保険の立場からも一言ご意見したいと思います。 

 結論から申し上げますと、私どもは、本諮問案に対して賛成させていただきます。 

 背景は、私どもの健保組合の財政状況も、少しお時間いただいて披歴したいと思うんで

すけれども、私ども健保組合は全国で約１,３９０健保ございますけれども、保険料は国保

のような所得割と均等割ではなくて、国保で言えば所得割１本です。保険料率というもの

を我々の標準報酬月額を掛けて、それを私ども従業員と会社でほぼ折半しているという状

況でございます。 

 国保の加入者のかなりの部分を占める高齢者の方々の医療費を、私ども現役世代の健康
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保険組合から拠出させていただいています。それが大きな原因となりまして、今の制度が

ちょうど１０年前にできたかと思うんですが、１０年前は約１,５００健保ぐらいあったん

ですが、そこの平均の保険料率が７.３％だったんですね、平成１９年が。それが昨年度、

平成２９年が９.２％弱まで引上がっています。ですので、ここはかなりの上がり方で大体

その間の１人当たりの保険料が年間で大体１０万円ぐらい上がっているという状況です。

このかなりの多くの部分が、高齢者医療費の拠出金によって引上げざるを得なくなってい

るという状況です。 

 もう一点、約１,３９０健保の中で、どれぐらい高齢者の医療費に拠出しているかという

費用の割合があるんですが、私どもは義務的経費と呼んでおりますけれども、中身は２つ

ございまして、私どもの健保に加入している被保険者と、それから被扶養者、その方々に

かかる保険給付費とほぼ医療費とイコールなんですが、それと、国に拠出している高齢者

医療費の合計を義務的支出と呼んでいるんですが、義務的経費の中で、高齢者医療費の占

める割合が５０％以上の健保組合が昨年度で３５％です。要は私どもの健保に加入してい

る現役世代にかかる保険料ではなくて、それより多い部分を高齢者医療費に拠出している

健保が全国で約３５％になるという形です。 

 全国の健保の、去年の決算で言うと、約４割が今赤字になっています。先ほど申し上げ

たとおり、保険料率をかなり急速にこの１０年間引上げてきたんですが、それでもまだま

だ追いつかずに赤字の健保が約４割あるという状況になっています。したがって、本諮問

内容案は、大変、国保の被保険者の方々からすれば厳しい内容かと思うんですが、私ども

現役世代の被用者保険も相当厳しい中でやっておりまして、ある健保の常務理事から聞い

た話ですと、リーマンショックの後１０年間は、非常に厳しい経済状況が続いてきました

けれども、最近ここ数年になって、ようやく賃上げの兆しが出てきたんですね。８年ぶり

にやっと賃上げでこれだけ給料を確保したんだけれども、健保の保険料を数年ぶりに改定

しなくてはならなくなったと、それで賃上げ分が吹き飛んでしまって、従業員が４月の給

与明細を見たら手取りが減っていたと、本当に泣くに泣けないような状況も聞いておりま

す。 

 こんな状況なので非常に厳しい中、諮問内容も大変厳しい内容だと思うんですけれども、

被用者保険も厳しい中でやっておりますので、ぜひご理解いただければと思います。 

○青柳会長 井上委員。 

○井上委員 若い方に色々お世話になっております。私は団塊の世代なんですね。人数が
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とても多いものですから、７０歳になったら医療費が１割負担になると思って喜んでおり

ましたら、目前になって２割負担になりました。今度７５歳になったら１割負担になるの

かなと今楽しみにしているんですけれども、またそこで２割負担にされてしまうかと心配

しております。ですから、法定外繰入６年間、その繰入金の処分を、私たちのところのま

さに真っただ中で０円にしていくんじゃないのかなというのを、少し意見として感じてい

るんですね。医療費も沢山かかるからしょうがないんでしょうけれども、本当に助け合い

ということで、値上げもやむを得ないと私も思います。ですけれども、現実として団塊の

世代というのは何かと話題にされて、色々と迫害ではないんですけれども、生まれたくて

そこに生まれてきたのではないんですけれども、そういうのも皆さんのお耳に入れておき

たいなと思います。意見をさせていただきました。 

○青柳会長 井上委員、税率についてはどうしますか。 

○井上委員 やはり均等割というのがある以上は、私は所得に見合って税率を決めていた

だければいいとは思いますけれども、均等割というのがあるので結果としてこういうこと

になりますよというので、それは今のところの制度の中ではそうですかというより他ない

と思います。残念ですけれども。 

○青柳会長 他にご意見ありますか。太田委員。 

○太田委員 先ほど会長から、今、年金でも暮らしていけないのにというアンケート調査

が出たというご意見があったんですけれども、私の世代は、会社が掛けてくれた額も年金

では貰えない、自分たちが掛けた額も貰えるか、貰えない、イーブンになるか、ならない

かという世代なので、逆に年金で暮らしていけないものと思って今後は考えていかないと

いけない世代なので、逆に今の高齢者の方達を羨ましいと思います。 

 均等割ですけれども、ある程度仕方がないかなと思うんですけれども、均等割の分全額

を均等割ということではなくて、例えば額の半分は均等割だけれども、残りの半分は給料

所得によって増減をつけるとか、改革の余地とか、八王子市独自の徴収方法はあるのでは

ないかなと思うんですね。例えば、低所得者には少し負担額を減らしてあげるとか、少し

収入の多い方とか、年金もかなりいただいている方とかには、少し負担額を上げていただ

くとか、前期高齢者の方の中では、会社経営をやっていて、かなり収入のある方もいらっ

しゃるでしょうし、そういう方達には少し多く負担していただくとか、変動型の均等割も

あるのではないかと思うので、来年度に関しては、均等割で仕方なくても、その後の改革

として、そういう率も考えられるのではないかと思うので、今後、運営協議会で検討して
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いってもいいのではないかと思います。 

○青柳会長 山部委員。 

○山部委員 私が着目していたのは、資料１の２ページとか３ページのところで、都によ

る仮係数ですとか、仮算定という、いわゆる都から示された数値がありますが、例えば２

ページ一番下の欄「平成３１年度仮係数による標準保険料率等」というところで、合計の

ところ、所得割率は１１.９３％、均等割額が７万２,２７２円ということで、これと当市

のシミュレーション、７ページにありますけれども、これは年々上がって平成３５年度な

んですけれども、これを積み上げていっても、当市の平成３１年度のこの数字にも達しな

いというのに気づきまして、そうすると法定外繰入の解消というのはどうなのかと疑問に

思いましたが、先ほど小野田委員が言われたとおり、後ろ向きに考えるのではなくて、前

向きに健康寿命延伸のための取組を推進していって、市民個人の医療費支出を抑える形で

何とかやっていければいいのかなという思いがいたしました。 

 そうは言っても非常に厳しい財政の中ですので、諮問で示されました所得割率の引上げ、

それから均等割額の引上げということに関しては、相互扶助の観点もありまして、私とし

ては賛成です。 

 以上です。 

○青柳会長 渡口委員。 

○渡口委員 今回の諮問については私も賛成させていただきますけれども、今、山部委員

のお話しのとおり、保険者としての市の役割ということでの健康寿命延伸についての参考

資料が出ております。今回は自立支援も含めた形での具体的な取組というものも進めてい

るということなので、保険税改定については、負担感は当然ありますし、また対象者の被

保険者の方には圧迫ということもあります。また、多子世帯については請願も出て否決に

はなりましたけれども、そういう意味では考えるべきところは多々ありますので、全般的

には支え合う仕組ということでは非常に評価していきたいことでありますので、健康延伸

に向けての具体的な取組と、そういったものも含めてお願いしたいなと意見として申し述

べさせていただきます。 

 以上です。 

○青柳会長 松元委員。 

○松元委員 支え合う仕組であるべきだと言うのはそのとおりで、そのために法定外繰入

もいずれ減っていく、そういう仕組になっていると思うんですけれども、この６年間で法
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定外繰入れが０円になるというのは結構大きい話で、そうした場合に、滞納率というのは

どうなるのかなと思っていまして、収納率は変わりませんというような資料があったかと

思うんですけれども、苦しい人もいる中で、この６年間で法定外繰入が０円になっていく

というのは大きい話なので、１年毎では激変緩和措置があって、ほんの少ししか変わりま

せんよという形で諮問が行われているんですけれども、もう少しスパンを長くすると、も

っと大変なことになるのかなというのを感じます。 

○青柳会長 この諮問案についてはどうでしょうか。この案に賛成か反対かというのはあ

りますか。結論は出ますか。 

○松元委員 ６年間だけじゃなくて、もう少し長い目で見ると、仕組がどうなっていくか

ということも、もう少し分かるような資料があると判断しやすいというのを感じます。 

○青柳会長 分かりました。判断がつかないというようなご意見だったと思います。 

山田委員。 

○山田委員 私も今回の諮問内容には賛成ということで、ただ、様々な策を講じなければ

いけないと、これはどなたも考えることは同じだろうと思います。先ほどからずっと出て

いるように、健康寿命の延伸、そして医療費の適正化計画が出て、それに従って様々な施

策を講じなければいけないと思います。 

 もう一つは、これはこの協議会で私が前にも言ったことがあるんですが、私も医療提供

側ですけれども、医療提供側からいえば、レセプトの審査というのも、やはりしっかりし

ていかなければならないのかなと、多分、医療に係っている側が適正な医療費の請求をし

ているとは思いますが、中には過剰なものもあると思いますし、そういったものも見て適

正な方向に向けていくというのは、やはり行政がやらなければいけない仕事かと思います。

そういった様々な施策を講じながら、やっていっていただきたいという意見をつけて賛成

とさせていただきます。 

○青柳会長 植木委員。 

○植木委員 私も賛成です。それはなぜかというと、法定外繰入金を６年間で０円にする

というお話ですけれども、健康寿命もありますけれども、多分これから寿命がどんどん長

くなるはずですね。しかも、血液からでも尿からでも癌が発見されて、なおかつ寿命が長

くなるということは、多分、医療費、介護保険料とかはどんどん上がっていくのではない

かというのが予想されることなので、やはりある程度５、６年のスパンで０円にするよう

な方向に行って、なおかつそれでも足りないというのは、多分将来的な予測じゃないのか
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なと悲観的に思っています。だから、しょうがないかと考えています。 

○青柳会長 森委員。 

○森委員 結論から言うと、今回の諮問は平成３１年度ということですから平成３１年度

については賛成の思いです。ただ、小野田委員や他の委員も言われたように、国保は社保

の皆さんと違って、私も以前はそうでしたけれども、国保の加入者の保険税の収入額とい

うのは、そんなに変わらない、伸びていくということはないと思います。植木先生がおっ

しゃったように、医療費は今後増々かかっていくということだと思います。結局は、いず

れは、制度を維持するには保険税を上げていかなければならないというのも意識するんで

すが、行政が行う仕事として、やはり、皆さんおっしゃっているように健康寿命です。多

摩市もよく取り組んで、私もよく勉強に行きましたけれども、この間、資料を作っていた

だいたんですが、医療保険部でこういう取組をしているんですけれども、体力づくり、体

育館や市民センターをはじめとして、地域総合型スポーツクラブというのも、名前だけで

ちっとも充実していない。散策コースも、先ほど言ったように、町に出たくなるようなシ

ステムを作るとか、歩道や歩行の空間を作るとか、それから社会の仕組、もっとシルバー

人材センターを活用してもらうとか、町会、自治会もそうですけれども、学校を中心とし

てボランティア活動をしようとか、色々なことを行政が提案はしているんだけれども、な

かなか実行が伴っていかないので、そういう部分に今まで投資をしてきたお金を十分に付

けていただくようにお願いできればと思っています。 

 本来、今日聞きたかったのは、これ以外にオール市役所として、色々やっていますよと

いうものが見えてくると、私たちは市民に説明ができる、だから色々、社会に出て健康を

維持しよう、医療費を削減していこうと言うような、そうすれば保険料を上げなくても済

むという時代が来るかもしれないし、すぐにはいかないまでも、そういうことにしっかり

取組んでいただければという思いを要望して賛成という形で終わります。 

○青柳会長 氷見委員。 

○氷見委員 自分もこれは賛成です。と言うのは、国保加入の生活保護を受ける方は、た

しか自分の家を持てないということもあったかと思います。しかし、多くの方は自分の家

をお持ちになる等して、最低限というレベルの生活は多分しているかと思います。より豊

かに、何も働かないでお金を貰いたいとはなかなかいきませんので、それなりの負担をし

ないと制度の運営が難しいのであれば、これはしょうがないのではないかなと思います。 

 以上です。 
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○青柳会長 川﨑委員。 

○川﨑委員 先ほど被用者保険としては賛成ということで答弁させていただいていました

けれども、医療費は今後ますます伸びていく中で、やはり支出が多いということは、収入

を増やさなきゃいけないということになるんですけれども、いかに今後は支出を抑える工

夫が必要なのかということを考えると、前回申し上げた保険税収納率アップ、それから保

健事業等を精一杯やっていただいて、皆さんに健康になっていただくというのが一番重要

だと思いますので、それは先ほどの意見にプラスして申し添えたいと思います。 

 以上です。 

○青柳会長 馬場委員。 

○馬場委員 私も賛成の立場から意見を申し上げたいと思います。 

 ご案内のとおり、説明にもありました全国で約８割の行政、自治体が法定外繰入をして

いないという現状の中、また一定程度、八王子市における保険料水準も比較的低いという

現状の中で、今実際に数字としても表れています。また、東京都下においても、八王子市

は１４億円という金額を甘えさせていただいて、逆に、八王子市のために出していただい

ている方々の意見を聞きたいぐらいです。有りがたい状況にもあるのだろうと認識してお

ります。もとより本制度は支え合い、相互扶助の関係の上に成り立っているものでござい

ます。仕組は至って簡単であります。 

 限られた保険税の中から割り当てをして、本市にあっては一定程度、未納率という観点

から見ても低所得者の方々に対する均等割７割、５割、２割の扶助は効いていると認識し

ております。つまりエビデンスは何かと言うと、それは未納率というところでございます。 

 一方、中間層より少し上の層、本当に今それぞれの立場のみんなが食いしばって、それ

ぞれの生活を成り立たせている上にあっては、引続きそういったところも、先ほど太田先

生からもありましたけれども、応益、応能のバランス、本市も一定程度６：４でバランス

よく今見ているかもしれませんが、今後は社会情勢、または少子高齢の中で改めて見直し

ていく、または再検討していくことも必要だろうと思います。 

 翻って、健康寿命に関しては前回の運営協議会から成人健診課、または保健福祉センタ

ーで汗をかいて、糖尿病腎症の、しっかりエビデンスをとる形でレセプトを反映しながら、

または重症化予防の取組をしていただいております。これは前回の説明を聞いていまして、

私自身も、東京都に先駆けて、また国に先駆けて、良い取組をしていると評価させていた

だいてございます。今日様々な委員からも提案をいただいた中で、私も勉強させていただ
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きました。健康寿命を必死に、ここは一丁目一番地ですから。人工透析１人当たり５８０

万円かかるとも伺っております。そういった意味でも、重症化する手前に何とか、行政側

の皆さん、また医師会の皆さん方と手を携えて進めていただく、健康寿命の延伸に努めて

いただくことを一言申し添えて賛成の意見とさせていただきます。 

 以上です。 

○青柳会長 あと追加の意見とかはございませんでしょうか。無ければ、私からも意見を

言わせていただきたいと思いますが、進行を副会長にお願いしたいと思いますが、よろし

いでしょうか。 

○馬場副会長 それでは、代行させていただきます。諮問事項についてご意見がございま

したら。青柳会長。 

○青柳会長 今皆さんのご意見を聞いていて、前回も被用者保険の方からのご意見があり

ました。私も被用者保険にも入っていたことがありますし、負担があるものだと思ってお

ります。やはりそこにも国の財政を入れていくべきだと思いますし、応能負担というのを

原則として、国民皆保険が運営されなければならないのかなと思っております。 

 今、全国知事会も要望している内容で、１兆円の国費投入というのを強く要望されてい

ますけれども、こうした要求の中に、国保税が、所得が低い人が加入しているにもかかわ

らず大変負担が重いということで、協会健保並みの保険税をということで全国知事会の方

からもご意見があるんですね。協会健保と八王子市の国保税を比べますと、収入４００万

円世帯の４人家族で国保は３３万円かかるんですけれども、協会健保は都内で一律ですの

で１９万円ということになっております。そのうち１６万円が均等割ということで、やは

り国保税を引上げているのが均等割かなと感じております。全国知事会が求めるように、

協会健保並みにしていくならば、やはり均等割には何らかの軽減策が必要ですし、先ほど

被用者保険の方からあった、後期高齢者支援分が非常にかさんでいる、国保の場合もこの

後期高齢者支援がありまして、これは被用者保険には無い、赤ちゃんからお年寄りまで家

族が後期高齢者に対して支援するということで、他の保険にはない制度で大変厳しいなと

思っております。 

 全世帯で見ますと、医療費がどうしてもかかる世代というのは、やはりお年寄りであっ

たりというのは当たり前だと思いますし、これを社会保障として支える上では、応能負担

ということで、所得が多い人が負担して、それを社会保障費として分配するというのが税

の負担の公平性だと思いますので、そういったところから見ますと、今、大企業や、国税
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ですけれども、累進が富裕層にかかっていなかったりとか、あと、国保税にも関すること

なんですけれども、例えば株式の莫大な利益がある人は、自治体が賦課することはできな

いんですね。確定申告をしなくていいわけですから２０％の負担で終ると思うんですけれ

ども、確定申告しないと自治体に情報がないので国保税にしても賦課ができない、だから

所得で見ますので、給与所得が２００万円で株式の儲けが例えば数億円とかあっても数億

円には税金はかからない仕組が今どうしてもあります。社会保障費というのは、所得の低

い人に分配するという意味合いが強いので、やはり所得の多い人から取るという大原則を

公平な負担というところでしていかなければならないと思いますので、今回の値上げとい

うのが、所得の低い人に一番重くなっていると思います。市はどうするのかということが

問われている時に、他市の状況もありましたけれども、やはり、前期高齢者も多いという

自治体の中で、こうした負担増というのはストップしていくべきかと思っております。こ

れまでどおり法定外繰入をしていけばいいことですし、私は、平成２５年の運営協議会の

資料を見たんですけれども、この時の平成２８年度の計画では、９３億円の法定外繰入を

入れる試算をしているんですね。今３５億円まで減っていますけれども、当初のわずか５

年前でも違ってきておりますので、法定外繰入を一定保つ、そういった八王子市の財政力

もありますし、一般会計も繰越金が毎年数十億円出るような状況ですので、社会保障に対

する支出は自治体の責任として行うべきだなと思いますので、今回の保険税率の値上げ、

あと標準保険料率がこの先も示される額が変動して上げられるということが可能性として

ありますので、そこに従っていると際限のない値上げになってしまうということが、一番

私は懸念しているところですので、これは自治体の判断で法定外繰入をして、八王子市の

状況に合わせて負担軽減すべきだと思いますので、今回の値上げ案には反対だということ

を申し上げます。 

○馬場副会長 他にご発言はいかがですか。 

 よろしければ進行いたします。それでは、皆様のご意見を集約し、本協議会の答申案を

取りまとめたいと存じます。諮問事項につきましては、本協議会として妥当なものと認め

る内容で答申ということでよろしいでしょうか。 

（「異議なし」の声あり） 

○馬場副会長 ご異議なしと認め、答申といたします。 

 なお、具体的な答申文につきましては、正・副会長に一任させていただくということで

ご了解願いたいと思います。 
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 それでは、ありがとうございます。進行につきましては、会長にお返しいたします。 

 

  （２）その他 

○青柳会長 次に、議題（２）その他に入ります。事務局から説明願います。保険年金課

長。 

○菅野保険年金課長 皆様、ご審議ありがとうございました。 

 私からは、資料１の「２ スケジュール」と、参考資料４としてお配りしました「課税

限度額及び減額対象所得基準の改定の見通しについて」をご説明させていただきたいと思

います。 

 まず、昨年、本協議会に諮問し、答申いただきまして、毎年、所得の高い方の課税限度

額というものが、政府において見直されるんですが、この見直しがあった場合には追従す

るということで答申をいただいております。また、軽減対象所得基準の改定の見通しにつ

いても、そのとおりとなっております。 

 ここで、平成３１年度の与党税制改革大綱が総務省から情報提供として市町村に出てお

ります。大抵の場合は与党税制改革大綱のとおりに年度末、八王子市は３月３１日だと思

いますが、決まりますので、その予想される内容についてお伝えするものであります。 

 １つは、国民健康保険税の基礎課税額に係る課税限度額が、現行の５８万円から３万円

引上げて６１万円になるというものでございます。この改定による影響は、約３,０００万

円強あるかと私どもは見ております。 

 それから、国民健康保険税の減額、７割、５割、２割の内、５割と２割の軽減判定所得

につきまして、現在の５割が２７万５,０００円から２８万円に、２割が５０万円から５１

万円に引上がります。これにつきましては、減額の対象となる世帯の割合が縮小しないよ

うに、経済動向を踏まえて引上げるものとなっておりまして、端的に言いますと、その分

ぐらい全体の所得が引上がっているので、少し軽減の幅を拡げないと同じ割合で受けられ

ないということになりますので、そこを引上げるというものになりますから、理論上八王

子市としての影響はございませんが、より軽減の対象の方が拡がる予定となっているとい

うことでご案内します。 

 今後のスケジュールにつきましては、会長、副会長において答申案がまとまりましたら、

そちらを市として受けとめまして、平成３１年第１回八王子市議会で審議していただき、

平成３１年４月からその内容を反映させるといったスケジュールになってまいります。 
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 なお、今回任期上は２年ということで最後となる委員も多いかと思いますが、最後とな

る委員におかれましては、本当にありがとうございました。 

 私からの説明は以上でございます。 

○青柳会長 成人健診課長。 

○大山成人健診課長 委員の皆様、長時間にわたりましてご審議のほどありがとうござい

ました。私からも１点ご説明させていただければと思います。 

 先ほど保険年金課長の説明でも触れましたけれども、第２回運営協議会の中で、健康寿

命延伸のための主な取組をお知らせ願いたいとご要望をいただいたところでございます。

その資料を本日配付させていただきました。Ａ４横のもので参考資料２「八王子市の健康

寿命延伸のための主な取組」という両面刷りのものでございます。こちらでございますけ

れども、一口に健康の取組といいましても、健康部、医療保険部が様々やっております。

今回主立ったものということで、今、国でも、健診・医療・介護の連携を進めることで健

康寿命延伸を図ろうという取組も審議されていますので、そういった視点で主立ったもの

をまとめさせていただいたところでございます。時間の都合もありますので、簡単ではご

ざいますけれども、最初のほうは既に運営協議会でも触れているところでございますが、

まず、成人健診課で行っております、特定健康診査・後期高齢者健康診査の関係、それか

ら特定保健指導、がん検診、そういったものを書かせていただきました。また、その次に

生活習慣病重症化予防ということで、こちらも前回の運営協議会で、東浅川保健福祉セン

ターの事例も踏まえ、ご説明させていただいたものでございます。 

 平成２９年度の東浅川保健福祉センターの取組をご紹介させていただいたんですけれど

も、その他に受診勧奨ということで、成人健診課でも動いておりますので、そういったも

のも合わせてご紹介させていただくものでございます。 

 表面、その他のところにつきまして３つございますけれども、主には３保健福祉センタ

ーで取組んでおります成人保健でありますとか、歯科健診、成人歯科健康相談、それから

介護予防教室・介護講座、そういったものをご紹介させていただきました。 

 また、裏面も保健福祉センターの事業、それから健康部の事業、例えばですけれども、

健康フェスタ・食育フェスタ、こういったものを年１回やっておりますし、また健康づく

りサポーターということで、市だけではなくて、色々地域で活動される方、そういった方

が地域で活躍されることで健康につなげるということでの健康づくりサポーター養成事業

も行っておりますので、そういったものも載せさせていただきました。 
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 また、最後になりますが、こちらは主に福祉部、介護部門での取組になりますけれども、

高齢者ボランティア・ポイント制度、これは元気な高齢者が色々な活動をすることで、ポ

イント制度を設けまして、その度合いに応じて還元するというものでございます。また、

今介護で色々な、ふれあい・いきいきサロン活動というものをやっておりますので、そち

らの支援ということで書かせていただいたところでございます。詳しい内容につきまして

は、時間の関係もございますので、後ほどお目通しいただければ幸いでございます。 

 私からの説明は以上でございます。 

○青柳会長 医療保険部長。 

○古川医療保険部長 私から補足させていただきますけれども、先ほど森委員からもご意

見があったように、この参考資料２を見ていただくと、医療保険部とか、健康部の取組が

メインになっています。これからは、皆さんのご意見のあったように、市全体で健康づく

りをどう展開していくか、そこが大変重要な課題であるし、私どもはそこを中心となって

進めていかなければいけないと思っています。ですので、これは今やっていることという

ことで挙げさせていただきましたけれども、これに甘んじることなく展開していきたいと

思いますので、その点を補足させていただきました。 

○青柳会長 事務局の説明が終わりました。ただいまのご説明についてご質問等がござい

ましたら、ご発言願います。山部委員。 

○山部委員 医療と健康増進の観点からあると思うんですけれども、私が気になるのが、

お年寄りは結構お薬が多いですよね。本当にそんなに要るのかなと言うところがあります。

薬だけでお腹いっぱいになってしまうのではないか、というぐらい薬をいっぱい持たれて

いる人がいらっしゃるので、本当に適正な薬の量なのかというのも、今後、チェックして

いくような活動をしていただけたらいいんじゃないかなと思います。 

 以上です。 

○青柳会長 保険年金課長。 

○菅野保険年金課長 ご質問いただきました。前回にも多少ご紹介させていただきました

が、本日、薬剤師会の山田委員がお見えですが、医師会と、薬剤師会にもご協力いただい

て、今まさに適正服薬ということで通知を２,０００通ほど出しましたが、適正受診・適正

服薬事業については、今後進んでいく方向について、特に重要なキーワードかと思ってお

ります。１つは、そもそも健康被害ということがありましたら、それはよろしくないです

し、薬自身の効果・効能が分かって、できるだけ元気で暮らせる期間を長くするというこ
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とにも役立つような服薬をしていただきたいという点が１つ。 

 それから、こういったことを進めますと、財源確保の面でも保険者のインセンティブと

いう形で、努力すべきことに対して国から交付金も貰えるということもあれば、お薬代と

いうことで、ご自身のご負担も、公費でお支払いする分も軽減されるといった効果もござ

いますので、これについては単なる医療費の適正ではなく、健康寿命延伸と医療費適正化、

まさに両方が目に見える形で効果が出る、今回の事業も、後でレセプトで実際にこういう

服薬をした方がこう変わりました、というところまで評価ができる、馬場副会長からエビ

デンスという言葉もありましたが、そういったレベルでしっかり効果検証ができるという

ことで、今後も、残薬等の問題等もございますので、ご協力いただきながら進めていきた

いと考えております。 

○青柳会長 他に質問はありますか。太田委員。 

○太田委員 今の数多い薬に関して、実際必要な方は沢山います。これからご高齢になる

皆様が、例えば１日１,６００カロリー、塩分６グラムに控え、運動をきちんとやって、禁

煙・禁酒をきちんと守っていただければ、お薬は飲まなくても済むと思います。塩分６グ

ラムを守ってくださらない血圧の高い方は、やはり何種類か血圧の薬を飲まないと下がら

ないですし、１,６００カロリーを守れなければ、糖尿病の薬も何種類か飲まなければなら

ない、お薬を飲めば、今度は胃が悪くなって胃薬が増える。年をとってくれば、あそこが

痛い、ここが痛いと痛み止め薬とかが増えてくる、脳梗塞になってくる、痴ほう症になっ

てくる。今かかりつけ医を推奨していますので、今まで色々な専門医に行っていた方が、

私みたいな開業医に「この薬を全部出してください」と回って来るんですね。そうすると、

結果的には１０種類、１５種類という薬が、今までそれぞれの患者さんが５つぐらいの病

院に行っていたところが全部１つの病院に来ることになるので、実際まとめて出すと、そ

のぐらいになってしまうという実情があります。なので、先ほど健康増進というお話が出

ましたけれども、そういうことをきちんとやっていただければ、かなりお薬は減ると思い

ますが、人間ですので、ロボットじゃありませんので、塩分６グラムなんて、毎日３６５

日なんて絶対できないですし、禁煙・禁酒とか、１,６００カロリーとか、１日２リッター

の水分をとるとか、１日１万歩歩くとか、というのはとてもできないので、どうしても色々

な病気はお薬を出さざるを得ない。もし出さなくて、血圧によって脳梗塞とか心筋梗塞と

かになってしまったほうが、よほど高額医療になってしまいますので、今ここで問題にな

っている保険医療で沢山のお金を使うことになってしまいます。 
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○青柳会長 ありがとうございます。山田委員。 

○山田委員 今、太田先生からお話が出たので、医療側も、特に私は薬剤ですので、例え

ば後発品の利用促進だとか、そういったことはかなり頑張ってやっているつもりです。で

すけれども、市民の方々の一定数が、例えば後発品を取り上げても、なかなかそれを受け

入れないという現実もあります。ですから、ここで協議されているような内容が、やはり

一般の市民の方々も、社会保障制度、国民皆保険制度をどうやって持続可能にしていくか

ということに対して責任を持たなくてはいけないんだという啓発というのも、ぜひやって

いただきたいと思います。今、太田先生から意見が出ましたが、医療側も頑張っています

し、本当に十何種類の薬が治療で必要な方もいらっしゃいます。中にはこんなにという方

もいらっしゃるんですが、その辺はきちんと選別しながら、私どももやっていくつもりで

すので、ぜひ市民の方々にもそういった啓発をしていただきたいと思います。よろしくお

願いします。 

○青柳会長 １点確認ですけれども、昨年度の運営協議会で、賦課限度額は諮問事項に入

っていたんですが、今回、税制大綱の流れで３万円上げるというのは諮問されるんですか、

しないんですか。保険年金課長。 

○菅野保険年金課長 それについては、賦課限度額がどうしても年度末ぎりぎりに国会で

通るということですので、従来ですと、それを専決処分という形で市長がやるところと、

それから次の年に送るところと、色々自治体によって判断が分かれていたところがあった

ことについて、今後はそれが出るたびに、国から出た賦課限度額の改正どおりに八王子市

は実施して良いかという内容について昨年度、諮問し答申いただいています。答申に沿っ

て、もし３万円引上げということで決まりましたらば、そのとおりとしていく形になりま

す。ただ、３万円上がりますと、基本的には、本日もお話がありましたけれども、中間層

の方の負担感が下がるということと、それから翌年の保険税率がその分下がるということ

になりますので、今日もありましたが、所得の高い人に負担していただく割合が、３万円

分高くなって、保険税全体としては負担感が下がる効果があるということですので、直ち

に適用するという形になります。 

○青柳会長 わかりました。他にご質問はありませんか。 

（「なし」の声あり） 

○青柳会長 以上で本日の議題は終了しました。 
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３．閉会 

○青柳会長 ここで会議録署名委員を指名いたします。署名委員は議席番号順に指名して

まいります。本日の署名委員は６番、太田委員にお願いしたいと思います。後日、会議録

への署名をお願いいたします。 

 これをもちまして、本日の協議会を終了いたします。本日は、お忙しいところご出席い

ただきまして、ありがとうございました。 

 

［午後 ９時００分散会］ 

 


